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「自衛隊明記」「緊急事態条項」改憲論の危険性 

2026・7・25 京都教育文化センター 

奥野恒久（龍谷大学政策学部・憲法学） 

 

はじめに 

○5・3憲法集会 in京都の後で 

○2026年 2月 8日の衆議院選挙：「高市旋風」により自民単独で 3分の 2超 

 ・衆議院定数 465：自民（316）、維新（36）、中道（49）、国民（28）、参政（15）、みらい

（11）、共産（4）、れいわ（1）、ゆうこく（1）、無所属（4） ※3分の 2は 310 

 ・参議院定数 248：自民（101）、維新（19）、立憲（39）、国民（25）、公明（21）、参政（15）、

共産（7）、れいわ（5）、保守（2）、社民（2）、みらい（1）、無所属（10）、欠員（1） ※

3分の 2は 166、自民＋維新＋国民＋参政＋保守＝162 

※凄まじい小選挙区制の自民「増幅効果」 

 ・小選挙区での自民の得票率：49.1％→248議席（議席占有率：85.8％） 

 ・小選挙区での中道の得票率：21.6％→7議席（議席占有率：2.4％） 

 ※「選挙制度 勝手に変えてみた」完全比例代表制での試算（「毎日」2026・3・2夕） 

  自民：得票率 36.7％→173、中道：18.2％→85、国民：9.7％→45、維新：8.6％→40、

参政：7.4％→35、みらい：6.7％→31、共産：4.4％→20、れいわ：2.9％→13、 

保守：2.5％→11、ゆうこく：1.4％→6、社民：1.3％→6 

 ※さらなる比例削減を目論む与党 

○明文改憲へと加速する高市政権 

・2026・2・8衆議院選挙の結果、衆議院議員のうち、9条改正について「改正して自衛隊

の存在を明記すべき」76％、「改正して自衛隊を他国同様の軍隊に位置づけるべき」7％、

「改正には反対」10％。緊急事態条項について内閣の権限強化と国会議員の任期延長の

「ともに認めるべきだ」61％、「内閣の権限強化のみ」5％、「議員任期延長のみ」19％、

「必要ない」19％（「毎日」2026・3・3） 

 ・自民党定期党大会で、高市首相「立党から 70年。時は来た。『改正の発議にめどが立

った』といえる状態で来年の党大会を迎えたい」（4・12） 

 ・改定憲法改正手続法の成立（7・24）：これまで指摘されてきた欠陥部分（最低投票率

の設定、2～6ヵ月と短すぎる国民投票運動期間、公務員の国民投票運動への規制など）

や 2021年の改正時の付則で「法施行 3年後をめどに必要な措置を講じる」とされてい

たネット広告の規制、国民投票運動の資金規制には触れず、公職選挙法の改定（投票立

会人の選任要件の緩和、投票箱運搬不可能な事態のさい離島現地での開票作業、FM 放

送での広報）に合わせた部分修正→現時点では、資金力のある改憲派が有利 

○世論状況 

 ・9条 1・2項を残して自衛隊明記論に多い賛成論 
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  「朝日」（5・3）：9条改憲「賛成」30％、「反対」63％／9条 1・2項を残して自衛隊明

記「賛成」52％、「反対」40％ 

 ・関心の低い緊急事態条項について 

「毎日」（5・25）「内閣の権限強化＆議員の任期延長」11％、「内閣の権限強化のみ」15％、

「議員の任期延長のみ」6％、「憲法改正の必要はない」29％、「わからない」38％ 

 

Ⅰ．立憲主義と日本国憲法 

○近代立憲主義に基づく憲法 

 ・近代市民革命を経て誕生。国民が、国家機関に権力を授けるとともに、その権力を拘束

することによって、国民の人権を保障する法／「権利の保障が確保されず、権力の分立

が定められていない社会は、すべて憲法を有するものではない」（フランス人権宣言 16

条）／憲法は国の政治の基本的な仕組みや手続きを定め、政治は憲法に従ってなされな

ければならない→立憲主義 

・「政治的自由は、権力が濫用されない時にだけ、制限的な国家にある。しかし、権力を

担当する者がすべて権力を濫用しがちであるということは、永遠の経験の示すところ

である。…権力が濫用されないようにするためには、権力が権力を抑制するように事態

を定めなければならない」 （モンテスキュー『法の精神』11編 4章、1748年） 

・「政治を行う者が、ときにはその権力を用いて、国民の権利と自由を弾圧し、自分や一

部関係者の利益だけを追い求めたり、国民を侵略戦争にかりたてて、国民のみならず他

国民をも苦しみのどん底におとしいれたこともありました」（杉原泰雄『憲法読本第 4

版』（岩波ジュニア新書、2014年）） 

 ・「私は、合衆国大統領の職務を忠実に遂行し、全力を尽くして合衆国憲法を維持し、保

護し、防衛することを厳粛に誓います」（アメリカ合衆国憲法 2条 1節 8項） 

○日本国憲法の特色←アジア太平洋戦争の反省のもと制定（1947・5・3施行） 

 ・三大原則：国民主権、非軍事平和主義、人権尊重主義 

 ・三権分立：立法権→国会（41条）、行政権→内閣（65条）、司法権→裁判所（76条） 

○憲法が人権を保障する意味 

 ・「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」（憲法 25 条①）

／「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増

進に努めなければならない」（25条②）→生活保護をはじめとする福祉制度 

 ・人権である限り、その保障を求めて当然要求できなければならず、政府に対し「お願い」

するのではない／「この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によ

つて、これを保持しなければならない。……」（憲法 12条） 

 ・人権が侵害されたならば、裁判を提起することでその保障や回復を求めることができる

→朝日訴訟、堀木訴訟 
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Ⅱ．「緊急事態条項」改憲の危険性 

・緊急事態条項…国家緊急権を憲法に創設する条項 

※国家緊急権：「戦争・内乱・恐慌・大規模な自然災害など、平時の統治機構をもって

は対処できない非常事態において、国家の存立を維持するために、国家権力が、立憲的

な憲法秩序を一時停止して非常措置をとる権限」（芦部信喜『憲法』） 

・国家緊急権の原型とされる、フランス革命後に王政が復古し、ルイ 18世が即位し制定

した 1814年憲法：「（国王は）法律の執行及び国家の安全のために必要な規則又は命令

を発する」（14条） 

 

１．日本の歴史的経験 

○大日本帝国において 4つあった国家緊急権 

 ・緊急勅令（8条）…政府は天皇の名で、緊急の必要があって、かつ国会が閉会中の場合、

法律と同じ効力の勅令（現在の政令）を発する ※次の帝国議会での承認が必要 

 ・緊急財政処分（70条）…本来、国家財政は議会の議決した予算によるが、緊急の需要が

あるときで議会が招集できないとき、政府が財政処分をすることができる 

 ・戒厳（14条）…非情の危機に対処するため、一定の地域の立法・司法・行政作用の大部

分を軍の司令官が管理する。天皇が発する 

 ・非常大権（31条）…天皇による、戒厳を超える国の最後の非常手段。一度も行使されて

いない 

○大日本帝国憲法下での緊急事態条項の運用 

 ・関東大震災（1923）後：緊急勅令の「非常徴発令」（食糧、建設資材、労務等の徴発命

令）・「支払猶予令」／戒厳を実施し、戒厳司令官が治安維持のため武器を使用できると

訓令を発するとともに、軍が自警団に検問や武器の使用を指示→朝鮮人の虐殺。憲兵が

大杉栄らを殺害 

 ・治安維持法（「国体を変革し、又は私有財産制度を否認することを目的として結社を組

織し、又は情を知りてこれに加入したものは 10 年以下の懲役又は禁固に処す」（1 条）

を少数与党の田中義一政権が、緊急勅令によって改定（1928）：目的遂行罪（共産主義

政党の「目的遂行のためにする行為」も処罰）の創設、刑の上限を死刑に→共産主義と

は無関係な反戦思想や自由主義活動等にも取り締まりが及ぶ→演劇グループの参加者

も逮捕。朝鮮では独立運動家に（朝鮮を独立させることは天皇制の変革と解釈して）死

刑判決 

・二・二六事件（1936）：北一輝の思想の影響を受けた「皇道派」の陸軍青年将校 1400人

が国会議事堂・官庁街を占領し、斎藤実元首相・高橋是清大蔵大臣を殺害し、戒厳を実

施して天皇中心の軍国主義国家をつくろうとするクーデター→天皇が青年将校らを反

乱軍と見なして鎮圧を命じ、クーデターは失敗→陸軍中枢の「統制派」が戒厳を実施し、

反乱軍を鎮圧した後も戒厳を 4カ月半継続／緊急勅令を発して特設軍法会議を設置し、
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弁護人無し、非公開、一審制の特設軍法会議で短期間のうちに首謀者 17名を銃殺刑に。

北一輝も処刑／軍が広田弘毅内閣に干渉し、軍部大臣現役武官制を復活させ軍が政府

をコントロールするように 

・国家総動員法（1938）（議会の立法権を政府に白紙委任することで、戦争のために人的

物的資源を政府が統制・運用できる法律。同法により、政府は議会の審議なく勅令を発

することができる）→「国民徴用令」（労働者を軍事産業に強制配置）、「価格統制令」

（生活物資の不足・価格高騰を抑止）、「新聞紙等掲載制限令」（新聞の発売禁止・差押

え処分ができる）、「生活必需物資統制令」（生活必需物資を切符で配給） 

 ・敗戦直後、軍事費による巨額の借金返済：ハイパーインフレが発生→緊急勅令による「金

融緊急措置令」「日本銀行券預入令」（国民に 5円以上の日本銀行券を強制的に金融機関

に預け入れさせ、既存の預金とともに引き出しを禁止）／緊急勅令の「臨時財産調査令」

（1946年 3月 3日に時点の財産を強制申告させる）／議会で「財産税法」（財産に最高

90％の税率の課税、国民が預入を強制された預金等から徴収）が成立→国債を償還 

○日本国憲法制定時に意識的に設けなかった緊急事態条項 

 ・憲法 13条の「個人の尊重」を根本原理として国家主義を否定し、戦争を絶対しないと

した日本国憲法 

 ・日本国憲法制定時の第 90帝国議会にて、ときに国内事変にさいし国民の権利を停止す

る大日本帝国憲法 31条の非常大権のような規定が必要ではないか、と迫る北浦圭太郎

委員に対し→金森徳次郎国務大臣：「民主政治を徹底させて国民の権利を十分擁護いた

します為には、左様な場合の政府一存に於いて行いまする処置は、極力之を防止しなけ

ればならぬのであります。言葉を非常と云うことにかりて、その大いなる途を残して置

きますなら、どんなに精緻なる憲法を定めまして、口実をそこに入れて破壊せられる虞

絶無とは断言し難いと思います、随ってこの憲法は左様なる非常なる特例を以て、謂わ

ば行政権の自由判断の余地をできるだけ少なくするように考えた訳であります。随っ

て特殊の必要が起こりますれば、臨時議会を召集してこれに応ずる処置をする、又衆議

院が解散後であって処置のできない時は、参議院の緊急集会を促して暫定の処置をす

る、同時に他の一面に於いて、実際の特殊な場合に応ずる具体的な必要な規定は、平素

から濫用の虞なき姿に於いて準備するように規定を完備して置くことが適当であろう

と思う訳であります」（1946・7・15） 

 

２．ドイツにおけるナチスの台頭 

○第一次世界大戦後のワイマール憲法（1919年制定） 

 ・直接公選制の大統領、20歳以上の男女に普通選挙権を保障 

 ・公共の安全、秩序に重大な障害が生じる恐れのあるときは、人身の自由、意見表明の自

由など 7 か条の基本権の全部または一部を一時的に停止できる権限を大統領に与える

（国家緊急権（大統領緊急権））（ワイマール憲法 48条） 
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○1920年～30年代のドイツ 

（背景）第一次世界大戦での敗戦による経済的混乱、世界恐慌による国民生活の困窮、ベル

サイユ条約による過酷な賠償への屈辱→大衆の間に敗北感・閉塞感と不満がうっ積 

 ・1920 年代：ミュンヘンだけを地盤とする小党・ナチス党（国家社会主義ドイツ労働者

党）、第一委員長のヒトラー 

 ※演説家ヒトラーによるプロパガンダ：「大衆の情緒的な感受性にこたえて、論点を黒白

図式で〈単純化〉して示すこと、それを〈くり返し〉訴えつづけること、断固とした口

調で大胆に〈断定化〉することによって、客観的な議論の代わりに確信させようとする

手法」（宮田光雄『ナチ・ドイツと言語』） 

 ・1930年 9月：ナチス党、ドイツ議会選挙で 107議席（18％）獲得 

 ・1932年 7月：ナチス党、ドイツ議会選挙で 230議席（37％）獲得し第 1党に 

 ・1933年 1月：ヒトラー、首相に任命される 

 ・1933 年 2 月：国会議事堂が放火される。ナチス党、放火を共産党の犯行だとし、国家

緊急権を発動し、令状によらずして共産党員・社会民主党員を逮捕 

 ・1933年 3月：ナチス党、ドイツ議会選挙で 288議席（44％）獲得 

 ・1933年 3月：国会で「全権委任法」（国会の立法権を全て政府に委ねる）を強行採決 

 ・1934年 8月：ヒンデンブルク大統領、死去。ヒトラーが「総統」となり全権を掌握 

 ※（ユダヤを攻撃することで）「人類の他のものにたいする優越感をあたえるイデオロギ

ーのもたらす感情的満足によって、かれら（ドイツ国民）の生活が経済的にも文化的に

も貧困になったという事実をおぎなうことができた」（エーリッヒ・フロム／日高六郎

訳『自由からの逃走』） 

 

３．衆議院の憲法審査会で論じられている「緊急事態条項」イメージ 

○緊急事態の定義：地震等による大規模な自然災害、感染症の大規模なまん延、内乱等によ

る社会秩序の混乱、外部からの武力攻撃その他これらに匹敵する事態 

○選挙困難事態 

 ①国政選挙の一体性が害されるほど広範な地域で、国政選挙の適正な実施が相当程度長

期間にわたって困難であることが明らか 

 ②内閣が選挙困難事態と認定 

 ③選挙困難事態の認定には、国会の事前承認（3 分の 2 以上（or 過半数）の議決 

 ④選挙困難事態の一回あたりの期間の上限と期間延長及び通算期間の上限を定める 

 ⑤選挙困難事態の期間の経過後に選挙を実施：選挙困難事態が認定されたときの議員の

任期は憲法 45 条・46 条の任期規定にかかわらず、経過後に行われる選挙の前日まで／

③の国会承認にあたり、任期が終了した議員が承認をする限りにおいて、その議員の身

分を復活させる 

 ⑥選挙困難事態中に期間中、国会は閉会とならず、衆議院は解散されない 
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→本質は、緊急事態下において、主権者国民の選挙権行使を制限し、主権者国民を政治か

ら排除⇒“緊急事態を口実に、国民から選挙権を奪うな！” 

○選挙困難事態とは？ 

 ・東日本大震災と福島原発事故→岩手・宮崎・福島・茨城にて、首長や地方議会の選挙を、

選挙期日に関する臨時特例法を制定し延期して実地／新型コロナウイルス感染拡大に

よる緊急事態宣言下→2020 年 7 月東京都知事選挙は実施／公選法 57 条の繰延投票の

制度の活用 

 →想定されているのは、「戦時」／憲法審査会で参照されるウクライナ（「ゼレンスキー大

統領は、国民の分断を防ぐため、いまは選挙に適切な時期ではないと発言をして、選挙

の延期を示唆いたしております」（2023・11・16 中谷元）→戦時に分断を回避するため

に狙われる緊急事態・選挙困難事態 

○緊急政令・緊急財政処分 

 ・緊急事態の発生により、国会による法律の制定を待ついとまがないと認められる特別の

事情があるときは、あらかじめ法律の定めるところにより、内閣は、法律と同一の効力

を有する緊急政令を制定することができる／国会の事後承認を求め、得られなければ

効力を失う 

 ・緊急事態の発生により、国会による予算の議決を待ついとまがないと認められる特別の

事情があるときは、あらかじめ法律の定めるところにより、内閣は、財政上必要な処分

を行うことができる／国会の事後承認を求め、得られなければ効力を失う 

 →表現活動の封じ込め、戦時における反戦運動の弾圧が大きな狙い？ 

 

４．災害対応のために緊急事態規定は必要か？ 

○災害対策基本法等で相当整備されている法制度 

 ・内閣総理大臣による災害緊急事態の布告（災害対策基本法 105 条） 

 ・国民へ必要な協力要求（108 条の 3） 

 ・国会による措置をまついとまがないとき内閣は、①生活必需物資の配給、譲渡・引渡し

の制限または禁止、②国民生活に必要な物の価格・役務等の対価の最高額の決定、③金

銭債務の支払いの延期・権利の保存期間の延長、のための必要な措置を政令で制定（109

条） 

○「毎日」による被災自治体への調査 

 ・岩手・宮城・福島の 42 自治体に初動対応について質問 

 ・37 自治体のうち、「緊急事態条項が必要だと感じた」と応えた自治体は１自治体のみ。

多くは、「現行の法律や制度で対応できる」 

  

Ⅲ．「自衛隊明記」改憲の危険性 

１．憲法 9条に対する学生の声（龍谷大学での教養教育のミニレポートから） 
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・私は憲法 9 条の改正に部分的に賛成である。現在の憲法では自衛隊の位置づけが曖昧

で、合憲性をめぐる議論が続き、法的に不安定な状態にあるためだ。また、日本は日米

安全保障条約に依存しているが、国際情勢の変化により今後も維持される保証はない。

したがって、自国で安全を守る体制を明確にする必要がある。ただし、軍事力の無制限

な保持は認めず、自衛のための必要最小限に限定し、拡大を防ぐ歯止めを設けるべきだ。 

・日本国憲法 9 条は基本的に改正せず維持するべきだと考える。東アジア情勢は緊張が

高まり、日本の安全保障環境が厳しくなっているため抑止力が必要であるだろう。しか

し、軍事力の保持を憲法に明記することは、周辺諸国に不信感を生み争いになる可能性

もある。私が思うに 9 条は、日本が戦争を防ぐ重要な歯止めとして機能してきたと考

えられる。軍事に依存しない安全保障のあり方を模索することこそ、日本の目指すべき

姿であると思う。 

・私は、日本国憲法第 9 条は改正し、軍事力の保持を明記すべきだと考える。現状では安

全保障をアメリカに大きく依存しており、その結果として外交の自主性が制約されて

いる側面がある。自衛隊の存在を憲法上明確にし、自主的な防衛体制を整えることで、

対等な同盟関係を築きやすくなり、外交的自立にもつながる。また、明確な抑止力を持

つことは、周辺国との関係においても安定をもたらすと考える。したがって、現実に即

した形での改正が必要である。 

・そもそも「抑止力」論は、あちらの軍事力が上がれば、こちらも上げるといった水掛け

論に発展するリスクを孕んでおり、恒久的な平和を達成できるとは考えられない。その

ため、私は 9 条「改正」ではなく、改めて尊重する姿勢を明らかにすることが自国や、

周辺国に対して（長期的なスパンで見れば）効果を発揮すると考えられる。また、9 条

を放棄し、軍備を拡大することは、日本による侵略の歴史を持つ周辺国には刺激となり

うる。長期的、短期的に見ても日本が「抑止力」論を採用することにメリットはあまり

無いと考える。 

・最初に私は憲法 9 条を改正すべき派の人間です。戦後冷戦期においてベトナム戦争な

どで憲法 9 条により日本は参戦することがなかったなど、護憲派が主張する「憲法 9 条

によって守られた」というのも納得できる部分もある。しかしながら現代においてはロ

シア、アメリカらによる国際法による「力による現状変更」が行われている中、他の諸

外国に頼りすぎない現実的な防衛力を考えなくてはならないと思う。徹底的な倫理外

交努力と、現実的な防衛力の強化という「二重の壁」と定義して日本は行動すべきであ

ると個人的に思う。 

・日本国憲法 9 条は戦争放棄という理想を掲げ、東アジアにおける日本の信頼の基盤と

なってきた。一方で、安全保障を大きく他国、とりわけ米国に依存している現実も否定

できない。人間は記憶できる脳があるにも関わらず、悲惨な歴史を繰り返している哀れ

な生き物である。人間社会から戦争が完全になくならない以上、抑止力の必要性も理解

できるが、軍事力の明記だけでは緊張を高める恐れもある。したがって、9 条の理念を



 

8 

 

維持しつつ、外交努力と限定的な防衛力の在り方を慎重に模索すべきだと考える。 

 

２.日本国憲法の平和主義の意義 

憲法前文……日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深

く自覚するのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存

を保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永

遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。われら

は、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有する

ことを確認する。 

9条①日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争

と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放

棄する。 

②前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、

これを認めない。 

○憲法 9条制定をめぐる第 90帝国議会での議論 

・吉田茂：（戦争には侵略戦争と自国を守るための正しい戦争とがあるとする、野坂参三

に応えて）「国家正当防衛権に依る戦争は正当なりとせらるるやうであるが、私は斯く

の如きことを認むることが有害であると思ふのであります。近年の戦争は多くは国家

正当防衛権の名に於て行はれたることは顕著なる事実であります。故に正当防衛権を

認むることが偶々戦争を誘発する所以であると思うのであります」（1946・6・28） 

・幣原喜重郎：（自衛権と最小限度の兵備は必要とする南原繁に応えて）「実際此の改正案

の第 9 条は戦争の放棄を宣言し、我が国が全世界中最も徹底的な平和運動の先頭に立

つて指導的地位を占むることを示すものであります。……文明と戦争とは結局両立し

得ないものであります。文明が速やかに戦争を全滅しなければ、戦争がまづ文明を全滅

することになるでありませう」（1946・8・28） 

○「平和イニシアティブ」としての憲法 9条 

 ・非軍事平和主義、「軍事によらない平和」を希求する日本国憲法平和主義であるが、そ

の制憲者意思、原意は、「戦争のない世界に向け日本自らが率先して行動することを通

じて、軍備を保有することなく国民の安全と生存を保持するというもの」 

○改めて注視したい平和的生存権 

・自衛隊のイラクでの活動を違憲としたイラク派遣違憲訴訟（名古屋高判 2008・4・17）：

平和的生存権について「憲法の保障する基本的人権が平和の基盤なしに存在し得ない

ことからして、全ての基本的人権の基礎にあってその享有を可能ならしめる基底的権

利」「平和概念の抽象性等のためにその法的権利性や具体的権利性が否定されなければ

ならない理由はない」「憲法 9条に違反する国の行為、すなわち戦争の遂行、武力の行

使等や、戦争の準備行為等によって、個人の生命、自由が侵害され又は侵害の危機にさ
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らされ、あるいは、現実的な戦争による被害や恐怖にさらされるような場合、また憲法

9条に違反する戦争の遂行等への加担・協力を強制されるような場合には……裁判所に

対し当該違憲行為の差止請求や損害賠償請求等の方法により救済を求めることができ

る場合がある」 

 ・集団的自衛権行使としての敵基地攻撃能力の行使やその準備は、明白に憲法 9 条に違

反。そして、そのための弾薬庫など軍事施設が近隣に存在することで、攻撃対象となり

「個人の生命、自由が侵害され又は侵害の危機にさらされ、あるいは現実的な戦争によ

る被害や恐怖にさらされるような場合」に該当 

 ・戦争の「被害者」にも「加害者」にもならない権利としての平和的生存権 

○戦力と自衛力との境界として、政府が用い 1970年代に確立した「専守防衛」 

・当時の多数学説は自衛隊違憲論／わが国は、「固有の自衛権自体までも放棄した」わけ

ではないが、「軍事力による自衛」については、全面的に否定していると解さざるをえ

ず、自衛隊は違憲である（長沼訴訟、札幌地判 1973・9・7） 

○「専守防衛」「平和国家」から導かれる 5つの原則 

・自衛隊の海外活動の禁止：1954 年 6 月 2 日、参議院本会議で「本院は、自衛隊の創設

に際し、現行憲法の条章と、わが国民の熾烈なる平和愛好精神に照らし、海外出動はこ

れを行わない」との決議（原則①） 

・集団的自衛権の行使はできない：「憲法 9条の下において許容されている自衛権の行使

は、我が国を防衛するために必要最小限度の範囲にとどまるべきものであると解して

おり、集団的自衛権を行使することは、その範囲を超えるものであって、憲法上許され

ない」（1985・9・27政府答弁書）（原則②） 

・自衛隊は攻撃用の装備（「敵基地攻撃能力」）を持てない：自衛隊の装備は、自衛のため

の必要最小限度の範囲に限られ、長距離弾道ミサイル、長距離爆撃機、攻撃用空母等、

もっぱら対外攻撃用の装備をもつことはできない（伊藤圭一防衛庁防衛局長、1978・2・

13衆議院予算委員会）（原則③） 

 ・武器輸出の禁止：共産圏諸国、国連決議により武器等の輸出が禁止されている国、国際

紛争の当事国又はおそれのある国には、武器の輸出を許可しない（佐藤首相答弁 1967・

4・21）／「平和国家」としての我が国の立場から、国際紛争等を助長することを回避

するため、三原則対象地域以外の地域についても武器の輸出を慎む（三木首相答弁

1976・2・27）（原則④） 

・防衛費 1％枠：1976年 11月、三木内閣の下で閣議決定／1986年に中曽根政権が撤廃を

決めるものの、その後も基本的にこの水準を維持（原則⑤） 

 

３．平和主義の動揺、そして「平和国家」からの離脱 

○海外活動を開始する自衛隊 

 ・1980年代後半以降、日本の資本が海外進出をはじめ海外に膨大な「権益」を保有／「冷
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戦」の終結（1989）以後、強まる米による自衛隊の海外派遣要求 

 ・「湾岸戦争」（1991）終了後、「国際貢献」としてペルシャ湾に自衛隊の掃海艇を派遣／

米同時多発テロ（2001）、自衛隊をインド洋に派遣／米英によるイラク攻撃（2003）、自

衛隊をイラク派遣→原則①が突破 

○安倍政権下の「国家安全保障戦略」（2013・12）以来多用される「積極的平和主義」 

○集団的自衛権の行使容認 

・2014 年 7 月 1 日の閣議決定で「武力の行使」の新 3 要件：①「我が国に対する武力攻

撃が発生した場合のみならず、我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発

生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根

底から覆される明白な危険がある場合において」、②「これを排除し、我が国の存立を

全うし、国民を守るために他に適当な手段がないときに」、③「必要最小限度の実力を

行使すること」は、従来の政府見解の基本的な論理に基づく自衛のための措置として、

憲法上許される 

・「安保関連法」（2015・9・19）により、「新三要件」の下、「存立危機事態」への対処と

して「武力の行使」を可能に＝集団的自衛権の行使容認→原則②が突破 

〇岸田文雄政権下の 2022年「国家安全保障戦略」など「安保三文書」 

・防衛生産・防衛産業・技術基盤の強化、防衛装備品の海外移転は重要ゆえに防衛装備移

転三原則や運用指針の見直しを検討（国家安全保障戦略（2022））→原則④の突破 

・「防衛装備移転三原則」と「防衛装備移転三原則の運用指針」の改定（2023・12・22）

→日本と安全保障面で協力関係にある国には、部品の輸出、そして救難・輸送・警戒・

監視・掃海に係る協力のためであれば完成品の輸出も可能 

・経済安全保障（安全保障と経済成長の好循環）：「安全保障政策の遂行を通じて、我が国

の経済が成長できる国際環境を主体的に確保する。それにより、我が国の経済成長が我

が国を取り巻く安全保障環境の改善を促すという、安全保障と経済成長の好循環を実

現する」 

・「敵基地攻撃能力」の保有：「有効な反撃を加える能力を持つことにより、武力攻撃その

ものを抑止する」、「2015 年の平和安全法制に際して示された武力の行使の三要件の下

で行われる自衛の措置にもそのまま当てはまるものであり、今般保有することとする

能力は、この考え方の下で上記三要件を満たす場合に行使し得るもの」→原則③の突破 

・防衛費の対 GDP比 1％の突破：「2027年度において、防衛力の抜本的強化とそれを補完

する取組を合わせ、そのための予算水準を現在の国内総生産（GDP）の 2％に達するよ

う、所要の措置を講ずる→原則⑤の突破 

 

４．高市政権下で、戦争の準備が進んでいないか？ 

○高市首相の「台湾有事」をめぐる答弁（2025・11・7衆議院予算委員会）をめぐって 

「例えば台湾を統一、完全に中国政府の支配下に置くようなことのためにどのような手
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段を使うか。それは単なるシーレーンの封鎖であるかもしれないし、それから偽情報、サ

イバープロパガンダであるかもしれないし、それはいろんなケースが考えられると思い

ます。だけれども、それがやはり戦艦を使ってですね、武力の行使を伴うものであれば、

これはどう考えても存立危機事態になり得るケースであると考えます。実際に発生した

事態の個別具体的な状況に応じて、政府がすべての情報を総合して判断するということ

でございます。」 

※台湾は「他国」か？→1972 年 9月の日中国交正常化のときの日中共同声明：「中華人民

共和国は、台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを重ねて表明する。

日本政府は、この中華人民共和国政府の立場を十分理解し、尊重し、ポツダム宣言第 8

項に基づく立場を堅持する」／「存立危機事態」と認定されたら？ 

○高市政権は、戦争をする覚悟をしているのでは？ 

 ・衆議院選での大勝後、施政方針演説等で繰り返す「長期戦への備えの必要性」 

・「科学技術・イノベーション基本計画」を閣議決定（3・27）。国家安全保障に資する研

究を」 

・武力攻撃などから国民を守る避難施設（シェルター）確保に向けた政府の基本方針を閣

議決定（3・31）。地下の駅舎など民間地下施設を活用、食料等を備蓄 

・政府、陸自の熊本・健軍駐屯地と静岡・富士駐屯地に長射程ミサイルを国内初配備（3・

31）／京都の祝園などで弾薬庫の拡張 

・防衛装備移転三原則を見直し、殺傷能力のある「武器」と「非武器」とに分類。非武器

には輸出先の制約を設けず、武器についても国会への事後通知で可能に→「武器輸出の

解禁」を閣議決定（4・21） 

・国家情報会議・国家情報局設置法の成立（5・27） ※政権維持のための世論工作や思

想調査の危険性 

・公務員の予備自衛官への任用を容易にするため、公務員の職務専念義務を免除し、招集

命令を受けるたびに必要な任命権者の「許可」を省略する「予備自衛官等兼業特例法」

が成立 

○自民党が 2018年 3月にまとめた 9条の 2の問題性 

「前条の規定は、我が国の平和と独立を守り、国及び国民の安全を保つために必要な自

衛の措置をとることを妨げず、そのための実力組織として、法律の定めるところにより、

内閣の首長たる内閣総理大臣を最高の指揮監督者とする自衛隊を保持する」 

→集団的自衛権を行使し、敵基地攻撃能力をもつ自衛隊に国民が「お墨付き」を与える。

自衛隊の存在自体に憲法違反では、という疑いがあったからこそ、従来政府はその活動

や装備に歯止めをかけてきた→自衛隊の存在が憲法に明記されると、今後の日本の軍

事拡大対し、「憲法 9条に違反していないか」と追及・批判できなくなる⇒安全保障論

が憲法問題でなくなる 
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おわりに―根源的危機の時代の一つの指針としての日本国憲法 

高市政権の「日本列島を強く豊かに。」（現代版「富国強兵」）に対峙する 

＝国家の富強よりも人権の優先（憲法 13条＋9条）、「小国・平和イニシアティブ」 

○「緊急事態条項」改憲論への反対運動を通じて立憲主義への理解を広げ深める 

○日本から平和イニシアティブをとる政権を展望する 

 ・「台湾有事→存立危機事態」なる高市発言を撤回 

○保守政権のなかでも高市政権の特殊性 

 ・背後で支える右派勢力の支持を調達し続けるためか、これまでの法解釈を著しく軽視 

 ・異常なまでにトランプにすり寄る姿勢 

 ・実際に着々と進めている戦争準備 

 ・軍事産業で「経済成長」「金儲け」をすることに軸足 

 →このような政権下での改憲は、危険すぎないか？ 

○平和国家こそ、「日本ブランド」 

 ・自衛隊は、戦争で人を殺し、また殺されたことのない組織 

 ・国連「軍備登録制度」（戦車、戦闘機、ミサイルなど 7種類の大型武器の輸出入状況を

国連加盟国に報告）の創設に貢献したのは、武器輸出をしていなかった日本 

○「日本は、戦争をしてはいけない」ということを広く共有 

→憲法 9条の価値をそれぞれの言葉で大いに語る 

○この国が、本当に一人ひとりを大切にするというのなら 

2025年 6月 12日放送の NHK連続テレビ小説「あんぱん」崇に向かって弟の千尋が目に涙

をためて訴えるシーン：「この戦争がなかったら、わしはもっと法学の道を究め、腹をす

かせた子どもらや虐げられた女性らを救いたかった」「この戦争がなかったら、いっぺん

も優しい言葉をかけちゃれんかった母さんに親孝行したかった」「この戦争がなかったら、

兄貴ともっと何べんも酒を飲んで語り合いたかった」「この戦争さえなかったら、愛する

国のために死ぬより、わしは、愛する人のために生きたい」 

→「自分の人生を生きる」ことを不可能にする戦争 
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